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2023/12/31 2023/12/31 2024/1/26
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 33,464.17 33,464.17 35,751.07 36,984.51 2024/1/23 24,681.74 2022/3/9
NYダウ ﾄﾞﾙ 37,689.54 37,689.54 38,109.43 38,215.31 2024/1/26 28,660.94 2022/10/13
円/ﾄﾞﾙ 円 141.04 141.04 148.15 151.95 2022/10/21 103.59 2021/1/27

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、米金融政策イベントや国内企業の決算発表を控えた様子見姿勢から、横ばい圏で推移するとみます。

今週は、30-31日とFOMCが開催されます。市場では4会合連続で政策金利が据え置かれるとみられており、注目は会合後の記者

会見でのパウエルFRB（米連邦準備理事会）議長の今後の政策スタンスを巡る発言に集まります。先週末発表のPCE（個人消費支

出）物価指数が予想を下回るなど米インフレの伸び鈍化が確認される中で、パウエルFRB議長がこれらを評価する発言を行えば、

早期の利下げ期待が高まりグローバルでの株価上昇要因に働くとみます。但し、先週の日銀金融政策決定会合後、日銀が4月の金融

政策決定会合においてマイナス金利を解除するとの見方が意識される中で、日米の金融政策の方向性の差を背景に為替が大きく円高

ドル安方向に進めば国内株の上値抑制要因に働くことから、FRBのハト派化期待を評価した日本株の上値余地は限定的とみます。

また、今週から本格化する国内企業の10-12月期決算では総じて堅調な業績が示されるとみますが、来期以降の業績見通しについ

て中国経済の回復の遅れや先行きの円高観測などから慎重なものとなる可能性もあり、様子見姿勢が強まるとみます。その他の注目

材料として、日本では30日の失業率、31日の鉱工業生産、米国では30日のJOLTS求人数、1日のISM製造業景況指数、欧州では

30日のユーロ圏GDP、中国では31日の製造業/非製造業PMI、国際では30日のIMF世界経済見通しなどが挙げられます。
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～ 米金融政策イベントや国内企業の決算発表を控えた様子見姿勢から、横ばい圏で

推移 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するもので

はありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過

去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定は

お客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年
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週刊日本株レポート （1/29～2/2）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

URL：https://www.alamco.co.jp

先週の日本株市場は、日経平均が▲212.20円（▲0.59%）、TOPIXが▲12.38ポイント（▲0.49％）となり、早期の金融政策

正常化への警戒感から下落しました。業種別でみると、銀行業、ゴム製品、パルプ・紙などの13業種が上昇した一方、石油・石炭

製品、卸売業、精密機器などの20業種が下落しました。

週初22日は、AI（人工知能）関連の半導体需要への期待から先々週末の米国株市場がハイテク株中心に上昇したことや、当日から

始まった日銀金融政策決定会合への期待から上昇し、日経平均は約33年11ヵ月ぶりとなる36,000円台を回復して始まりました。

翌23日は、日銀金融政策決定会合後の植田日銀総裁の会見内容がタカ派的と受け止められ、買われ過ぎが意識されたことから小幅

下落しました。その後も早期の金融政策正常化への警戒感から上値重く推移し、週末26日は、前日の米国株市場で半導体関連株が

下落したことや時間外に発表された米インテルの業績予想が市場予想を下回ったこと受け、ハイテク株中心に下落して引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 早期の金融政策正常化への警戒感から下落 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 米金融政策イベントや国内企業の決算発表を控えた様子見姿勢から、横ばい圏で推

移 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回
日本 失業率 12月 2.5%
欧州 ユーロ圏GDP（国内総生産）速報値（前期比） 10-12月期 ▲0.1%
ドイツ GDP（前期比） 10-12月期 ▲0.1%

FOMC（米連邦公開市場委員会）（31日まで）
JOLTS求人数 12月 8,790千件
消費者信頼感指数 1月 110.7

国際 IMF（国際通貨基金）世界経済見通し（WEO）公表
鉱工業生産（前月比） 12月 ▲0.9%
日銀金融政策決定会合における主な意見（1月22・23日分）
製造業PMI（購買担当者景気指数） 1月 49.0
非製造業PMI 1月 50.4

ドイツ CPI（消費者物価指数）（前年比） 1月 +3.7%
米国 ADP雇用統計 1月 +164千件

ユーロ圏失業率 12月 6.4%
ユーロ圏CPI（除食品・エネルギー・たばこ/前年比） 1月 +3.4%

英国 BOE（イングランド銀行）金融政策委員会
米国 ISM製造業景況指数 1月 47.2

非農業部門雇用者数変化 1月 +216千件
製造業受注（前月比） 12月 +2.6%

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：
1/30 UPS､ﾌｧｲｻﾞｰ､ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ､ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽ､ｾﾞﾈﾗﾙ･ﾓｰﾀｰｽﾞ 1/31 ｻﾝﾀﾝﾃﾞｰﾙ銀行､ﾉﾊﾞ
ﾙﾃｨｽ､ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ､ﾏｽﾀｰｶｰﾄﾞ､ｻﾑｽﾝ電子､ｱﾌﾗｯｸ､ﾒｯﾄﾗｲﾌ､ｸｱﾙｺﾑ 2/1 ﾛｼｭ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ､ﾒﾙｸ､BNPﾊﾟﾘﾊﾞﾞ､INGｸﾞﾙｰﾌﾟ､ﾄﾞｲﾂ銀
行､ｼｪﾙ､ｻﾉﾌｨ､ﾊﾈｳｪﾙ､ﾌｪﾗｰﾘ､ｱｯﾌﾟﾙ､ﾒﾀ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ､ｱﾏｿﾞﾝ 2/2 ﾌﾞﾘｽﾄﾙ ﾏｲﾔｰｽﾞ ｽｸｲﾌﾞ､ｼｪﾌﾞﾛﾝ､ｴｸｿﾝﾓｰﾋﾞﾙ

1/29 日本取引所 1/30 ﾋｭｰﾘｯｸ､大東建､ｷﾔﾉﾝ､東海旅客鉄道､NEC､積水化学工業､大ｶﾞｽ､ｺﾏﾂ､ｵﾘﾗﾝﾄﾞ 1/31 商船三井､
塩野義薬､第一三共､ｽｸﾘﾝH､TDK､日立､富士通､ｴﾑｽﾘｰ､野村HD､大和証G､JR西日本､ｱﾄﾞﾃｽﾄ､富士電機､JR東日本､
ANAHD､SCSK､野村不HD､NRI､ﾏｷﾀ､ｶﾌﾟｺﾝ､小野薬､関西電､ﾚｰｻﾞﾃｸ､りそなHD､東電HD､日本特殊陶業､ZOZO､三井住友ﾄ
ﾗｽﾄHD､ﾏﾈｸｽG 2/1 HOYA､武田薬､大塚商会､三井住友FG､京ｾﾗ､ｺﾅﾐｸﾞﾙｰﾌﾟ､ﾛｰﾑ､ｲﾋﾞﾃﾞﾝ､中外薬 2/2 豊田織､丸紅､ﾃﾞﾝ
ｿｰ､双日､三井物､ｱｲｼﾝ､東ｶﾞｽ､日本酸素H､ｴﾌﾟｿﾝ､みずほFG､TIS､川崎船､JAL､ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ､ﾐﾈﾍﾞｱ､村田製､KDDI､ｷｰｴﾝｽ
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